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１．総合事業の概要と開始に

伴う主な変更点
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総合事業の概要

• 介護保険制度改正により、介護予防給付として
全国一律の基準により提供されている介護予防
訪問介護及び介護予防通所介護について、市
町村が取り組む地域支援事業の介護予防・日
常生活支援総合事業（以下（総合事業）という。）
に移行します。
※二宮町は平成２９年３月から実施。

• 既存の介護事業所によるサービスに加えて、Ｎ
ＰＯ、ボランティアなどの多様な主体によるサー
ビスや介護予防を充実させ、要支援者等に対す
る効果的かつ効率的な支援等を推進します。
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介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

新しい地域支援事業の全体像
＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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15

＝平成２９年３月から二宮町
で実施するサービス等です。
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Ｈ２９．３～総合事業開始に伴う主な変更点
①総合事業サービスのみを迅速に利用できる対象者区分『事業対象者』の新設

②介護予防訪問介護と介護予防通所介護が「予防給付」から

総合事業サービスの「訪問型サービス」と「通所型サービス」に移行する

（二宮町が指定した事業所によるサービス提供）

③総合事業サービスのみの利用者を対象に『介護予防ケアマネジメント』を実施

④Ｈ２９．３月までに総合事業サービスのみを利用している要支援者のケアプラ

ンを切替

⑤Ｈ２９．３当初では、総合事業サービスは現在の指定制度による事業所（Ｈ２９.

２．２８までに介護予防訪問介護もしくは介護予防通所介護の指定を受けてい
る事業所）のみが事業参入が可能となり、請求については国保連合会へ事業
費を請求するシステムを活用することができる

（指定に関する新規・変更申請や請求コードの変更手続き等）

⑥介護予防事業は総合事業の『一般介護予防事業』として実施・充実
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２．介護予防・生活支援

サービス事業
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介護予防・生活支援サービス事業（サービス事業）
の利用対象者について

現行の介護予防給付

介護予防訪問介護

介護予防通所介護

介護予防訪問看護 等

福祉用具・住宅改修

対象者：要支援１・２

Ｈ２９．３以降
総合事業

対象者：要支援１・２

基本チェックリストに
よる事業対象者

訪問型サービス

通所型サービス
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・基本チェックリスト該当者
厚生労働省が作成した２５項目の質問に「はい」「いいえ」
で答え、その結果で事業対象の基準に該当するか判断する。

※基本チェックリストはＨ２９年２月から実施する予定です。
※６４歳以下の第２号被保険者の方は、基本チェックリストで
はなく、要介護認定等申請行う必要があります。

事業対象者とは

注・要介護の方は「サービス事業」を利用できません。

『介護予防・生活支援サービス事業（サービス事業）』
の利用者とは

要支援１・２ 事業対象者
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（参考）事業対象者の判定基準

次のⅰからⅳまでのいずれかに該当す
る者を、要介護・要支援状態となるお
それの高い状態にあると認められる者
として二次予防事業対象者とする
ⅰ １から２０までの項目のうち10

項目以上該当する者
ⅱ ６から１０までの項目のうち３項

目以上該当する者
→運動器の機能が低下

ⅲ １１から１２までの項目のうち２
項目該当する者
→低栄養状態

ⅳ １３から１５までの項目のうち２
項目以上該当する者
→口腔機能が低下

なお、上記に該当する者のうち、１６
の項目に該当する者、１８から２０の
いずれかに該当する者、２１から２５
までの項目のうち２項目以上に該当す
る者については、うつ・閉じこもり・
認知機能の低下予防や支援にも考慮す
る必要がある

基本チェックリスト 事業対象者の判別方法
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基本チェックリストで事業対象者は拡大するのか？

• ○厚生労働省老健局振興課より 「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」につ
いてのＱ＆Ａ【９月３０日版】（平成２６年）より一部抜粋

予防

○第１ 総合事業の実施に関する総則的な事項
問４ 基本チェックリスト該当者は、要支援１・２の認定者よりも心身の状態が軽度の者が含ま
れると考えられ、基本チェックリスト該当者に既存の訪問介護・通所介護相当のサービスの利用
を認めると、結果的に利用者拡大、費用拡大につながる恐れがある。・・・。
（答）総合事業のうち介護予防・生活支援サービス事業については、現行の要支援者相当を対象
者として想定しており、具体的には、何らかの支援を必要として窓口に来た者のうち、生活上の
困りごとに対して、基本チェックリストの記入によって事業対象者に該当したものを対象とする
こととしている。・・・「要支援認定ではなく、簡易にサービスにつなぐために実施するもの」
であることに留意。

○第４ サービスの利用の流れ
問１ サービス事業は、要支援及び基本チェックリスト該当者の両方が対象となっている。基本
チェックリストに該当すればサービスを利用できるため、結果的に利用者が増大してしまうので
はないか。
（答）基本チェックリストにより事業対象者に該当したものを対象者とする理由は、訪問型サー
ビス等について簡便に迅速なサービス利用を可能にするためであり、要支援より軽度の者まで対
象にすることは想定していないこと等から、利用者の拡大や費用の拡大につながるとは考えてい
ない。また、今回の見直しでは、予防給付と同様に、地域包括支援センター等による介護予防ケ
アマネジメントを通じ、利用者の意向や状態等に応じた支援につなげていくこととしている・・。

「要介護認定等申請を行い、非該当となった場合は、基本チェックリストを実施し、サービス事
業の対象（事業対象者）とすることができる。」→このこと等から、利用者が拡大する可能性が
あると推測しています。
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サービス利用の流れ

町

・
包
括
の
窓
口
に
相
談

未実施の場合
チェックリスト

実施
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サービス利用までの流れ①

◆被保険者は、「福祉保険課」「地域包括支援センター」
の窓口に相談します。

相談

◆窓口では、被保険者から、相談の目的や希望するサービ
ス等を聞き取り、必要な手続きに案内します。
二宮町では新規の場合、介護保険サービス、介護予防・
生活支援サービス事業を希望される場合は、まず要介護
認定等申請をご案内します。

聞き取り
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サービス利用までの流れ②

◆前述の要介護認定等申請は、早急に介護予防・生活支援
サービス事業の利用を希望され、認定結果が非該当とな
る見込みなどの場合にチェックリストを実施することを
妨げるものではありません。

◆チェックリストで事業対象者となった場合、認定結果が
要支援認定で決定し、予防給付サービスを利用すること
となった場合でも、暫定利用期間は介護予防マネジメン
トによる事業利用となります。

暫定利用

◆認定期間が満了し、介護予防・生活支援サービス事業の
みの利用が見込まれる場合は、ケアマネジャーと相談し
チェックリストで事業を利用いただきます。

認定更新
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介護予防ケアマネジメントの対象者
◆要支援者

◆事業対象者

※要支援者で、予防給付によるサービスのみを利用
する場合、もしくは予防給付によるサービスとサービス
事業の両方を利用する場合は

いままでどおり、「介護予防支援」として扱う。

種類
要支援者
（予防給付のみ）

要支援者

（予防給付＋
サービス事業）

要支援者

（サービス事業
のみ）

事業対象者

介護予防ケア
マネジメント

× × ○ ○

介護予防支援
（予防給付）

○ ○ × ×
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◆利用者本人が居住する住所地の地域包括支援センターにおいて実施します。
◆要支援認定者及び事業対象者に対する介護予防ケアマネジメントは、従来の介護
予防支援と同様、業務の一部を指定居宅介護支援事業所へ委託することができます。

介護予防ケアマネジメントの実施主体

介護予防ケアマネジメントの類型

介護予防ケアマネジメントのプロセスについては、利用者の状態等や基本チェックリス
トの結果、本人の希望するサービス等を踏まえて、従来からの原則的なケアマネジメン
トのプロセスに沿ったうえで以下のような類型を想定しています。

◆ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント）※平成２９年３月実施
（現行相当サービスを利用する場合等に実施します。）現行の介護予防給付に対する介
護予防マネジメントと同様、アセスメントによってケアプラン原案を作成し、サービス
担当者会議を経て決定します。
※モニタリングは、少なくとも３か月毎に行う。

◆ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防マネジメント）
当該ケアマネジメントの実施につきましては現在検討中です。

◆ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント）
当該ケアマネジメントの実施につきましては、現在検討中です。
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介護予防ケアマネジメントの実施

二宮町 二宮町社会福祉協議会

地域包括支援センター
業務委託

介護予防ケアマネジメントの実施

平成２９年３月はケアマネジメントＡのみ。

Ｂ，Ｃについては検討中。

介護予防ケアマネジメントに係
る請求は、国保連を通じて実

施予定。
ケアプラン単価：４３０単位
初回加算 ：３００単位
小規模多機能連携加算

：３００単位
地域単価：１０．４２

居宅介護支援事業者への委託可能

※ただし、委託できる事業対象者について
は条件を検討中。
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事業対象者の被保険者証のイメージ

様式添付
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◆要支援者が総合事業を利用する場合には、現在適用されている予
防給付と利用限度額の範囲内で、予防給付と総合事業を一体的に
利用することができます。

◆事業対象者の利用限度額については、予防給付の要支援１の利用
限度額と同額とします。

・要支援１・事業対象者＝５，００３単位
・要支援２＝１０，４７３単位
※なお、利用限度額の制限を受けるのは、指定事業者のサービスを
利用する場合に限ります。

利用限度額

介護給付の利用者負担割合（原則１割、一定以上所得者は２割）
と同率とします。
事業対象者にも「介護保険負担割合証」を交付します。

利用者負担
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要支援者の認定更新時の対応について
※認定更新時には、現プランをそのまま継続するのではなく、
評価、アセスメントの上で必要なサービスについて、利用者と
ともに確認してください。

・要支援１で訪問型・通所型サービスのみを利用している方→
総合事業へ移行可能→基本チェックリスト または 更新申請
をご案内ください。

・要支援２で訪問型サービスが３回／週程度必要な方、予防給
付のサービスを利用している方 → 原則 更新申請 をご案
内ください。
※基本チェックリストにより総合事業の利用となる場合もあります。

評価・アセスメントの上で利用者とサービス内容について確認してください。

※認定更新の時期を迎えた方が、ご自身で窓口へ行かれる場合
には更新申請や事業対象の受付に関する説明を行っていただき、
適切な窓口へのご案内をお願いします。

受付窓口 事業対象者 更新申請

町役場福祉保険課 ○ ○

包括支援センター ○ ○（代行）
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総合事業と要介護認定について
✦サービス事業の利用と並行して要介護認定等申請をすることもできま

す。ただし、要介護認定者はサービス事業を利用できません。

✦要介護認定等申請をし、認定結果が出る前にサービス事業の利用を開

始した場合、認定結果が要介護１以上であっても、認定結果の出た日

以前のサービス事業利用分の報酬は、総合事業より支給されます。

✦事業対象者としてサービス事業からサービス提供された後、要介護認

定を受けた場合には、介護給付サービスからの利用を開始するまでの

間は、サービス事業によるサービスの利用を継続することができます。

✦なお、要介護認定等申請中に要介護認定の暫定ケアプランによる介護

給付サービスを利用している場合は、並行してサービス事業を利用す

ることはできません。

✦サービス事業の利用と並行して要介護認定等申請をし、要介護認定を

受けた後、同月の途中でサービス事業から介護給付サービスの利用に

変更した場合は、同月末時点で居宅介護支援を行っている事業者が、

居宅介護支援費を請求することができます。
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要介護認定等申請中のサービス利用と費用の関係

✦要支援者の場合、予防給付のサービス利用があれば、予防給付費から介護予防

ケアマネジメントの介護報酬が支払われます。

✦事業対象者又は要支援者で総合事業のサービスのみ利用している場合は、総合

事業費から介護予防ケアマネジメントの費用が支払われます。

✦要介護認定を受け、認定結果が出る前にサービス事業の利用を開始していた場

合、介護給付によるサービス利用開始以前のサービス事業利用分の報酬は総合

事業費より支給されます。

認定結果 給付のみ 給付と総合事業 総合事業のみ

サービスの種類 支出される費用

非該当・
事業対象者

全額自己負担 ケアマネジメント 事業費 事業費

給付分 全額自己負担

事業分 事業費

要支援 予防給付 ケアマネジメント 予防給付費 事業費

給付分 予防給付費

事業分 事業費

要介護 介護給付 ケアマネジメント 介護給付費 介護給付費の利用
を開始するまでの分
は事業費

給付分 介護給付費

事業分 介護給付費の利用
を開始するまでの分
は事業費
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事業対象者が要介護等認定申請をする場合①

• スケジュール添付
介護給付サービスの利用を開始する際は、居宅サービス利用計画作成依頼（変更）届出書の変更年月日に、「介護サービス利用

開始日」を記載した上で、二宮町に提出が必要となります。 ※施設サービス等の利用を開始する際は、介護保険施設等欄に入所
等年月日を記載した介護保険被保険者証の写しを、二宮町に提出する必要があります。
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事業対象者申請書の取扱いについて

• 様式添付（認定申請
書または事業利用申
請書）申請書作成中
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介護予防ケアマネジメント届出について

• 様式添付（最新情報Ｖｏｌ．４９７）
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介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

「介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメ
ント依頼（変更）届出書」と「居宅サービス計画作成依
頼（変更）届出書」の提出について

変更前 変更後 提出書式

事業対象者 要支援認定者 提出済

事業対象者 要介護認定者 居宅

要支援認定者 事業対象者 予防

要介護認定者 事業対象者 予防

※利用者の状態区分が変更になった場合は届出が必要となります。

要支援認定者で、給付サービスと事業サービスの組み合わせの変更の場
合には届出書の提出は不要です。
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事業対象者が要介護等認定申請をする場合②

介護給付サービスを利用開始する場合における届出等

①在宅（地域密着）サービス（入居・入所を除く）を利用開始する場合

「介護給付サービスの利用を開始する日」については、居宅サービス計画
作成依頼（変更）届出書の『変更年月日』に基づきますので、介護給付
サービス利用開始時は「居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書」の提
出をお願いします。
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被保証様式添付

②施設等に入所・入居（地域密着型を含む）してサービスを利用開始する場合

被保険者証の「介護保険施設等」の欄に、介護保険施設等の種類、名称、
入所等年月日を記載の上、提出をお願いします。
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要支援２の方が基本チェックリストを実施する際の注意点

事業対象者は「予防給付の介護予防訪問介護（Ⅲ）・１週に
３回以上」に相当する「介護予防訪問型サービス事業費Ⅰ・
Ⅱ－３（１週に３回以上）」の利用（算定）はできません。

○要支援２認定の方が、要介護・支援認定有効期間の更新時等において、
１週に３回以上・介護予防訪問型サービスの利用が必要な場合は、基本
チェックリストを実施せず、要介護・支援認定（更新）申請をしてくだ
さい。

○「介護予防訪問型サービス費Ⅰ・Ⅱ－３（１週に３回以上）」の利用算
定は、要支援２の利用者に限ります。

○【利用者限度額（再掲）】
要支援１・事業対象者 ＝ ５，００３単位
要支援２ ＝ １０，４７３単位
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２月２８日の認定有効期間が切れる前に、更新申請を選択せず
に基本チェックリストを実施する場合の取り扱い

• スケジュール添付

１／１ ２／１ ２／１７ ３／１

３／１まで

４／１
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要介護認定等に係る認定有効期間の見直しについて

総合事業実施後は、更新に係る要介護認定等申請をした場合の認定有効期
間が、一律に原則１２か月、上限２４か月に延長されます。
二宮町では、平成２９年３月１日以降に認定有効期間が開始する被保険者
が対象になります。

申請区分等

現行 平成２９年３月以降

原則の認定有
効期間

設定可能な認
定有効期間の

範囲

原則の認定
有効期間

設定可能な認
定有効期間の

範囲

新規申請 ６か月 ３～１２か月 ６か月 ３～１２か月

区分変更申請 ６か月 ３～１２か月 ６か月 ３～１２か月

更
新
申
請

前回要支援→今回要支援 １２か月 ３～１２か月 １２か月 ３～２４か月

前回要支援→今回要介護 ６か月 ３～１２か月 １２か月 ３～２４か月

前回要介護→今回要支援 ６か月 ３～１２か月 １２か月 ３～２４か月

前回要介護→今回要介護 １２か月 ３～２４か月 １２か月 ３～２４か月

厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン】（抜粋）
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総合事業の移行にあたって、総合事業に係る規定の施行日前日である平成２７年
３月３１日において、介護予防訪問介護・介護予防通所介護に係る指定介護予防
サービスの事業者について、当該施行日において、総合事業による指定事業者の
指定を受けたものとみなす。（改正法附則第１３条）

【みなし指定の有効期間】平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日

総合事業における事業所のみなし指定

平成２９年３月以前から介護予防訪問介護・介護予防通所
介護を利用している方（要支援認定者）の総合事業への移
行について

平成２９年３月までに、総合事業への移行にともないケアプランの見直
しを行います。
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訪問型サービス事業 ※平成２８年１１月時点

類型別の実施事業について

ガイドラインで示された類型 二宮町で実施

予防給付の訪問介護相当 介護予防訪問型サービス
（Ａ１コード）

訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

検討中

訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

検討中

訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

検討中

訪問型サービスＤ
（移動支援）

検討中
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介護予防訪問型サービス

提供主体 みなし指定等

サービス内容 身体介護＋生活援助

サービス提供の在り方 ○訪問介護員による専門的なサービスが
必要なケース
○身体介護を必要とするケース

基準 予防給付に準じる

報酬単価 1回につきの報酬…国単価（100％）
週1回程度の利用266単位（1回あたり）
週2回程度の利用270単位（1回あたり）
週2回を超える程度の利用285単位

（1回あたり）
＊地域区分反映
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介護予防訪問型サービスの留意点

総合事業の開始時に今まで利用していたヘルパーさんを替え
ることなく利用継続できるように、現在の要支援者（状態像
にかかわらず）については介護予防訪問型サービスを利用す
ることができます。

一方、新たに事業対象者となる方・比較的軽度の要支援の方
については、機能の向上、生活手段の検討と併せ、いまいち
どのご家族等の協力、民間市場サービス、ボランティア活動
などの活用を検討することになります。ケアマネジメントの
結果により介護予防訪問型サービスの利用も可能です。

利用者様の希望とケアマネジメントにより、ご相談ください。
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介護サービスについて

二宮町では、今後数年の間に人口減少が見込まれています。
一方で、人口の高齢化の進展はしばらく続くことが見込まれ、
要介護認定等を受けられるなど、日常生活に何らかの支障を
生じる方が増えていくことが見込まれます。また、若年人口
は減少傾向にあり、専門的な介護の担い手も増やしていくこ
とが難しい状況が見込まれています。
専門的な支援が必要な重度の要介護者等へ重点的なケアが提
供できるような体制作りが必要です。介護保険サービスだけ
に頼るのではなく、様々な方法で二宮らしい生活が送れるよ
う、民間市場サービスの情報整理や隣近所のつながりの強化、
ボランティア活動の支援などに併せて取り組んでいきます。
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通所型サービス事業 ※平成２８年１１月時点

類型別の実施事業について

ガイドラインで示された類型 二宮町で実施

予防給付の通所介護相当 介護予防通所型サービス
（Ａ５コード）

通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

検討中

通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

検討中

通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

検討中
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介護予防通所型サービス
提供主体 みなし指定等

サービス内容 予防給付の介護予防通所介護と同様の
サービス

サービス提供の在り方 ○すでにサービスを利用しているケース
や自立支援に向けたサービスの利用が
必要なケース
○生活機能の向上のためのトレーニング
を行うことで心身等の改善・維持が見込
まれるケース身体介護を必要とする
ケース

基準 予防給付に準じる

報酬単価 1回につきの報酬…国単価（100％）
事業対象者・要支援1
1月の中で全部で4回まで378単位

（1回あたり）
事業対象者・要支援2
1月の中で全部で5回から8回まで389単位

（1回あたり）
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３．一般介護予防事業
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一般介護予防事業
～介護予防の拠点となる『通いの場』づくり～

平成28年度まで
○心身の状況で分けた事業形態
○講座に参加するときだけの介護予防の実践

☆住民主体の運営
☆多様な形態
☆そこに行けば人との交流ができる
☆体を動かす（運動する）機会がある
☆生きがいや社会的な役割を持てる場所
☆身近な地域で通いの場が増え、参加しやすくなる
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総合事業移行とともに変わる事業①

平成29年2月28日まで

◎一次予防事業

○地域ミニデイサービス

・在宅の高齢者を対象に高齢者相互の親睦や

健康増進を図る事業

・地区社協に補助

・月に１～２回の開催

・対象は介護認定要件や年齢など地区ごとに設定
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総合事業移行とともに変わる事業②

平成29年3月1日から

◎一般介護予防事業

○住民主体の運営による『通いの場』に対する支援

・高齢者が生きがいや社会的な役割を持てる『通いの

場』を地域の介護予防の拠点として増やす

・『通いの場』で実施する活動内容、日数に応じた支援

・対象は65歳以上の方を中心にすべての世代

・要介護認定等の有無は問わないが、住民運営で対応

可能な方
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４．総合事業移行に伴う

制度や手続き
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利用者負担に関する制度について①

利用者負担軽減制度相当事業の実施について

指定事業者による総合事業サービスの利用者負担に対して、
介護給付・予防給付における利用者負担額の軽減制度に相当
する以下の事業実施を検討しています。

○高額介護（予防）サービス費相当事業
○高額医療・介護合算制度相当事業
○社会福祉法人等が提供するサービスの利用者負担額
軽減相当事業

○二宮町介護保険利用者負担額助成相当事業
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利用者負担に関する制度について②

給付制限と同様の措置について

総合事業の利用について、保険料を滞納している方が介護保
険サービスを受けた時にとられる給付制限と同様の措置につ
いては、当面、適用しません。
なお、要支援者が予防給付のサービスを受けた時にとられる
給付制限については、従来通り適用します。

予防給付 総合事業

要支援者 給付制限あり 給付制限なし

事業対象者 給付制限なし
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介護予防・日常生活支援総合事業における
公費の取り扱いについて

生活保護受給者が、総合事業の指定事業所によるサービスを
利用する場合の利用者自己負担分については、介護扶助（公
費負担）として給付を行います。
なお、生活保護以外の公費負担のうち、中国残留邦人に支給
される給付費については、生活保護における介護扶助費の取
り扱いに準じた形となります。
また、原子爆弾被爆者に対する公費助成について、総合事業
実施に伴う助成範囲には、介護予防訪問型・通所型サービス
が対象となります。
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総合事業実施の際の法人の定款の変更について

《指定申請時の定款に関する注意点》

すでに「介護予防訪問介護」、「介護予防通所介護」の記載があれば、そのまま「みなし指
定」となるため、総合事業の指定申請書類として定款の目的・事業の変更を求めることは
ありませんが、みなし指定の有効期間以降は、事業者は二宮町が定める指定基準により
指定の更新を受けなければならず、この指定更新までに定款への記載をしておく必要が
あります。

（※１）平成２７年４月１日以降、介護予防サービスの新規指定を受けた場合には、みなし
指定の対象とはならないため、総合事業を実施するためには総合事業についての新規指
定が必要となり、定款の目的・事業の変更も必要となります。

（※２）平成３０年３月３１日までは、「介護予防訪問介護」「介護予防通所介護」と総合事業
を併用して実施する可能性があります。

（※３）定款の変更にあたっては医療法人、社会福祉法人等はそれぞれを所管する部署
へ確認が必要です。

法人が、初めて総合事業の介護予防・生活支援サービス事業を運営することとなっ
た場合で、定款の目的・事業の記載から、総合事業の各第一号事業を行うことが読
み取れない場合→定款の目的・事業の変更が必要となります。

《参考：新総合事業の記載例》
・「介護予防・日常生活支援総合事業」（介護保険法第１１５条の４５第１項）
・「第一号訪問事業」（介護保険法第１１５条の４５第１項イ）
・「第一号通所事業」（介護保険法第１１５条の４５第１項ロ）
・「第一号介護予防支援事業」（介護保険法第１１５条の４５第１項ニ）
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総合事業実施の際の事業所の運営規定・
契約書・重要事項説明書等の変更について

☆運営規定・契約書・重要事項説明書について

法人が、初めて総合事業の介護予防・生活支援サービス事業を運営す
ることとなり定款を変更した後は、事業所の運営規定・契約書・重要
事項説明書等についても作成・変更が必要となります。

《サービスの表記を変更》
「介護予防訪問介護」⇒「第一号訪問事業」：介護予防訪問型サービス
「介護予防通所介護」⇒「第一号通所事業」：介護予防通所型サービス
「介護予防支援」⇒「第一号介護予防支援事業」

《利用料金・単位数》
月額報酬から、1回あたりの利用料金体系となります。

《要介護者向け・要支援者向け書類の切り分け》
要介護者・要支援者向けを区別せずに共用できるように各種書類を作成し
ている事業所は、総合事業の開始に伴い、要介護者用と要支援者・事業対
象者用に分けて新たな書式を作成する必要があります。
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事業対象者の転入・転出について
〈事業対象者の転入について〉
事業対象者が他市町村から二宮町に転入する場合、要介護・
要支援認定と異なり「事業対象者」としての該当した結果は
引き継がれません。総合事業のサービスを希望する場合は、
二宮町の窓口で要介護認定等申請をしていただくか、基本
チェックリストを実施して事業対象者に該当することが必要
です。

〈事業対象者の転出について〉
事業対象者が他市町村に転出する場合、要介護・要支援認定
と異なり「事業対象者」としての該当した結果は引き継がれ
ません。（受給資格証明書の発行もありません。）引き続き
総合事業のサービスを希望する場合は、転入先の市町村が定
める手続きが必要になります。
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町内・町外の相互利用についての整理

①住所地特例対象者の総合事業利用について

②二宮町内のサービス提供事業所を二宮町以

外の市町村（他市町村）の被保険者が利用す

る場合について

③二宮町外のサービス提供事業所を二宮町の

被保険者が利用する場合について
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①住所地特例対象者の総合事業利用について（その１）

〈住所地特例とは？〉

介護保険の被保険者は、住所地の市町村が保険者となるこ
とが原則ですが、「住所地特例対象施設」に入所・入居す
ることで、その施設の所在地に住所を移した場合、例外と
して施設入所・入居前の住所地の市町村が引き続き保険者
となる制度です。

【住所地特例対象施設】
①介護保険施設
（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設）

②特定施設
（有料老人ホーム・軽費老人ホーム・対象となるサービス付き高
齢者向け住宅）

③養護老人ホーム
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①住所地特例対象者の総合事業利用について（その２）

〈住所地特例対象者の見分け方〉

被保険者証を発行している市町村と住所地が異なる市町村
であれば、住所地特例者

被保証
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①住所地特例対象者の総合事業利用について（その３）

○住所地特例対象者は、保険者市町村と施設所在市町村の

状況で、受けることができるサービスが異なります。

その場合、住所地特例対象者は、施設所在市町村の状況

に合わせてサービスを利用することになります。

※請求の際は、請求明細書の「住所地特例欄」にサービス

コード等を記載し、請求してください。

○二宮町に居住する住所地特例対象者（他市町村の被保険者）

については、二宮町の総合事業のサービスを利用します。

○二宮町に居住する住所地特例対象者に対する介護予防ケアマ

ネジメントは、二宮町の地域包括支援センターが行います。

（介護予防支援についてはＨ２７年４月から）

○住所地特例対象者に対する基本チェックリストは施設所在市

町村が実施します。
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二宮町に居住する住所地特例対象者のサービス利用

（１）基本チェックリストにより総合事業を利用する場合

①被保険者は、二宮町の窓口又は二宮町の地域包括支援センター
で基本チェックリストを実施

②基本チェックリストに該当した場合、被保険者は、被保険者証
を添付して「介護予防ケアマネジメント作成依頼届出書」を二
宮町福祉保険課に提出

③二宮町福祉保険課が、保険者市町村に被保険者証と介護予防ケ
アマネジメント作成依頼届出書を送付

④保険者市町村は、被保険者証に必要事項を記載し、被保険者へ
送付

⑤二宮町の地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを
行う
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二宮町に居住する住所地特例対象者のサービス利用

（２）要支援認定を受けて総合事業を利用する場合

①被保険者は、保険者市町村に要支援認定申請をする

②保険者市町村は、認定結果を記載した被保険者証を送付

③二宮町福祉保険課が、保険者市町村に被保険者証と介護予防ケ
アマネジメント作成依頼届出書を送付

④保険者市町村は、被保険者証に必要事項を記載し、被保険者へ
送付

⑤二宮町の地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを
行う
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②二宮町内のサービス提供事業所を
他市町村の被保険者が利用する場合について

☆予防給付と総合事業の関係

保険者市町村が総合事業を開始し、対象となる利用者
が総合事業に移行している場合
⇒【保険者市町村の総合事業】を提供します。

サービスコード、単位数等は、保険者市町村にご確認く
ださい。

※総合事業の実施時期や移行の方法、必要な申請手
続きについては、各保険者により取扱が異なるため、他
市町村の利用者にサービス提供している場合は、各保
険者への確認をお願いします。
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二宮町外に所在する事業所が、二宮町の
被保険者に対してサービス提供する場合

• みなし指定（平成２７年３月３１日までに指定
を受けた事業所）を受けた事業者については、
事業所指定等について、特に手続きは必要
ありません。

• みなし指定を受けていない事業所については、
二宮町への新規指定申請が必要になります。
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国保連への請求《サービスコード》について

• サービスコード表（訪問型サービス）

様式添付
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国保連への請求《サービスコード》について

• サービスコード表（通所型サービス）

様式添付
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介護予防・日常生活支援総合事業費明細書の様式について

様式添付
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今後のスケジュールについて

• １１月２日 概要説明

• １２月 介護予防・日常生活支援総合事業に関する

要綱等の制定

• 平成２９年１月 総合事業説明会

パンフレットの配布・広報掲載

ケアプラン切替開始

• ２月 事業所指定申請書式ＨＰ掲載

指定申請受付開始

地域包括支援センター研修会

請求コードの単位数表マスタのＨＰ掲載

• ３月 介護予防・日常生活支援総合事業開始
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